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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民参加の仕組みの構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【パートナーシップの基本を
定める条例の制定】
   パートナーシップの目標
や理念・基本方針、市民参
加の保障、市民活動の推進
等、パートナーシップの基本
を定める条例を制定する。

　市政運営への市民参加が
保障され、市民と行政相互
の信頼関係を深めることがで
きる。

市民検討組
織の設置

庁内検討組
織の設置

条例制定 　平成19年度
に「パートナー
シップの基本
を定める条
例」を制定す
る。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民参加によるまちづくり
を推進する条例の制定】
　都市計画マスタープランの
実現のため、まちづくりの基
本理念や市民、事業者、市
の責務、市民主体のまちづ
くりの仕組みなど、市民参加
によるまちづくりを推進する
条例を制定する。

　市民主体によるまちづくり
の仕組みが整備され、市民
参加の機会が拡大される。

条例制定 　平成17年度
に「市民参加
によるまちづく
りを推進する
条例」を制定
する。

都市部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民人材バンク制度の構
築】
　個人として公益的活動に
従事できる市民を登録し、随
時、活動を行うことのできる
制度を構築する。

　市民が個々の知識、経験
等を公益的活動に生かすこ
とのできる仕組みが構築さ
れ、市民参加の機会が拡大
される。

市民人材バン
ク制度の構築

　平成18年度
に「市民人材
バンク制度」を
構築する。

企画部

【重点プログラム】：市政運営への市民参加の促進
【目               標】：多くの市民が市政運営に主体的に関わることのできる仕組みを構築する。

重点プログラム：都市経営ビ
ジョンにおける取組みの基本方
向を、重点プログラムとして位
置付け、具体的な目標を掲げ
るとともに、できるだけ数値化・
指標化に努めた。

担当部：取組みの中心的役割と
責任を担う部門を明示した。

達成目標：達成期限とともに、取組
みの達成目標について明示した。

スケジュール：平成17年度から平成22年
度までのスケジュールを明示した。
　なお、達成期限までに空欄になっている
年度においても、検討や調整等を行う。

見込まれる成果：取組みの結
果、見込まれる成果について
明示した。

取組項目及び内容：都市経営
ビジョンにおいて特に優先的・
重点的に実施する取組みと、
その内容について説明した。
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ゼロベースからの補助制度の再構築

市民参加の仕組みの構築

市民参加の機会の創出
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民参加の仕組みの構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【パートナーシップの基本を
定める条例の制定】
   パートナーシップの目標や
理念・基本方針、市民参加
の保障、市民活動の推進
等、パートナーシップの基本
を定める条例を制定する。

　市政運営への市民参加が
保障され、市民と行政相互
の信頼関係を深めることがで
きる。

市民検討組織
の設置

庁内検討組織
の設置

条例制定 　平成19年度
に「パートナー
シップの基本
を定める条
例」を制定す
る。 企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民参加によるまちづくり
を推進する条例の制定】
　都市計画マスタープランの
実現のため、まちづくりの基
本理念や市民、事業者、市
の責務、市民主体のまちづく
りの仕組みなど、市民参加に
よるまちづくりを推進する条
例を制定する。

　市民主体によるまちづくり
の仕組みが整備され、市民
参加の機会が拡大される。

条例制定 　平成17年度
に「市民参加
によるまちづく
りを推進する
条例」を制定
する。 都市部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民人材バンク制度の構
築】
　個人として公益的活動に従
事できる市民を登録し、随
時、活動を行うことのできる
制度を構築する。

　市民が個々の知識、経験
等を公益的活動に生かすこ
とのできる仕組みが構築さ
れ、市民参加の機会が拡大
される。

市民人材バン
ク制度の構築

　平成18年度
に「市民人材
バンク制度」を
構築する。

企画部

【重点プログラム】：市政運営への市民参加の促進
【目               標】：多くの市民が市政運営に主体的に関わることのできる仕組みを構築する。
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◆市民参加の機会の創出
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市民委員会によるパート
ナーシップ推進への支援】
　パートナーシップを推進す
るための市民組織である市
民委員会への支援を行う。

　市政運営への市民参加を
市民が促す仕組みが構築さ
れ、市民参加の機会が拡大
される。

市民委員会の
設置

庁内検討組織
の設置

　平成17年度
に市民委員会
を設置する。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【パートナーシップを推進す
るための市政情報提供の改
善】
　パートナーシップを推進す
るための市政情報の内容や
提供方法などを改善する。

　市民がパートナーシップに
関する市政情報を共有でき
るようになり、市民参加の機
会が拡大される。

市政情報の内
容や提供方法
の改善
（パートナー
シップに関す
るホームペー
ジの改善な
ど）

　平成17年度
にパートナー
シップを推進
するための市
政情報の内容
や提供方法な
どを改善す
る。

企画部
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆新たな公益的事業の創出支援
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市民活動サポートセンター
の情報提供・相談機能の強
化】
　新たな公益的事業を創出
するため、市民活動サポート
センターにおける情報提供
や相談機能を強化・充実す
る。

　市民団体同士や市民団体
と行政のパートナーシップに
よる新たな公益的事業の創
出が図られる。

市民活動サ
ポートセン
タースタッフの
研修の強化・
充実

　平成17年度
から市民活動
サポートセン
タースタッフの
研修の強化・
充実を図る。 企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【パートナーシップ事業助成
制度の推進】
　市民活動団体が他の団体
と連携して行う新たな公益的
事業に要する経費の一部を
助成する制度（パートナー
シップ事業助成制度：平成
16年度創設）を推進する。

　団体と団体とが連携する事
業の初動期の取組みを支援
することにより、パートナー
シップ事業の拡大が図られ
る。

パートナー
シップ事業助
成制度の推進

助成制度の効
果検証

　パートナー
シップ事業助
成制度は、平
成18年度まで
のサンセット事
業とし、最終
年度に効果検
証を行う。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【コミュニティビジネスの支
援】
①コミュニティビジネスの普
及、啓発
②起業支援
③ビジネス機会の拡大
④推進ネットワークの構築支
援
を行う。

　コミュニティビジネスの意義
や目的が市民に認知される
とともに、起業に必要な知識
や相談ができる場がつくら
れ、コミュニティビジネスの積
極的な展開が図られる。

ポータルサイト
の創設

起業家育成塾
の開催

交流フォーラ
ムの開催

総合相談窓口
の設置

専門アドバイ
ザーの派遣

事業プランコ
ンテストの実
施

　平成17年度
からコミュニ
ティビジネス
の支援事業を
順次実施す
る。

経済部

７
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【重点プログラム】：パートナーシップの環境づくり
【目　　　　　    標】：市民活動を支えるための仕組みを構築する。



◆協働型の福祉コミュニティの形成
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【福祉コミュニティの形成】
　地域福祉計画に基づき、
行政と民間との役割分担の
明確化を図るとともに、市
民、地域団体、ＮＰＯ等と連
携し、協働型の福祉コミュニ
ティの形成を目指す。

　協働型の福祉コミュニティ
の形成により、サービスの利
用促進、地域福祉活動への
市民参加の促進が図られ
る。

モデル事業の
実施

福祉コミュニ
ティ事業の実
施

　平成２０年度
に協働型の福
祉コミュニティ
事業を実施す
る。 保健福祉

部

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民自治の仕組みの構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市民自治の仕組みの構
築】
　市民への啓発活動を行うと
ともに、モデル事業を実施
し、新たな市民自治の仕組
みを構築する。

　市民自らが主体的に地域
づくりに参画し、課題解決に
取り組むことで、より暮らしや
すい地域社会が形成され
る。

モデル事業の
実施

市民への啓発
活動

モデル事業の
効果検証

可能なものか
ら実施

　平成17年度
にモデル事業
を実施し、効
果を検証した
上で、平成20
年度以降は可
能なものから
実施する。

企画部

◆市民に身近な行政サービス機能の地域行政機構への移譲
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【行政サービス機能の地域
行政機構への移譲】
　市民に身近な行政サービ
ス機能を地域行政機構に移
譲する。

　地域特性に応じた行政
サービスを提供することが可
能となり、地域の個性を重視
したまちづくりが実現する。

庁内検討組織
の設置

市民の意見聴
取・準備

段階的実施 　平成22年度
を目途に地域
行政機構への
権限移譲を段
階的に実施す
る。

企画部

【重点プログラム】：都市内分権の推進
【目　　　　　    標】：市民に身近な地域への分権を進め、暮らしやすい地域社会を市民自身の手で創るための仕組みを
　　　　　　　　　　　　構築する。

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆行政の活動範囲の明確化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【行政の活動範囲の見直し
指針の策定】
　行政の活動範囲を明確化
するための基本的な考え方
を示す指針を策定し、事務
事業の見直しを行う。

　市民と行政の役割分担が
明確化されることで、行政
サービスの担い手の多様化
が図られ、協働によるまちづ
くりが実現する。

指針策定組織
の設置

行政の活動範
囲の見直し指
針の策定

　平成18年度
に行政の活動
範囲の見直し
指針を策定
し、事務事業
の見直しを行
う。

企画部

【重点プログラム】：行政の活動範囲の明確化
【目               標】：まちづくりを担う主体（市民・企業・団体・行政等）が役割を分担しながら、互いに協働を進ていくため
　　　　　　　　　　　　に、行政の活動範囲を明確にする。

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆ゼロベースからの補助制度の再構築
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市民企画提案型補助制度
の創設】
　市民自らが自立的・自発的
で公益的な活動を企画・提
案する「公募型」、「提案型」
の補助制度を導入する。

　市民と行政との対等なパー
トナーシップの関係のもと
で、自立的・自発的で公益
的な市民活動が促進され
る。

市民企画提案
型補助制度の
創設

市民企画提案
の募集

市民企画提案
に対して補助

　平成１７年度
に市民企画提
案型補助制度
を創設する。

財務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民企画提案型補助制度
への転換】
　第三者による補助金評価
検証機関を設置し、現行の
補助金全てに対し補助採択
や補助効果の検証を行う。
現行の補助制度はゼロベー
スから再構築する。

　「行政上、公益上の必要」
から、多種多様の補助金が
市民団体などに交付されて
いる現在の補助金の在り方
が全面的に見直され、補助
制度の透明性が高まるととも
に、事業の公共・公益性に
着目した検証を行うことで公
平・公正な運用が図られる。

補助金の評価
検証機関の設
置

全額運営費補
助のものは廃
止

市民企画提案
型補助制度へ
の移行

運営費補助と
事業費補助の
性格を併せ持
つ補助を精査
し、市民企画
提案型補助制
度へ移行

事業費補助に
ついて精査
し、市民企画
提案型補助制
度へ移行

補助金型委託
事業の見直し

　平成１７年度
に評価検証機
関を設置す
る。
　平成２０年度
までに全ての
補助金の評
価・検証を行
う。

財務部

【重点プログラム】：団体支援の見直し（補助制度）
【目               標】：市民との協働や市民による新たな公益的事業の創出を支援するための制度へ転換する。

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆市民活動団体への関与の適正化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【関与の基準策定及び評価】
　市民活動団体の自立の促
進に向け、行政からの関与
の基準を策定し、第三者機
関による評価を行う。

　基準に基づき段階的に行
政による団体事務局事務を
縮小することにより、行政の
関与の適正化が図られる。

基準策定組織
の設置

団体関与の基
準策定

基準に沿った
運用と第三者
機関による評
価

　平成１８年度
に基準を策定
し、平成１９年
度から基準の
運用と評価を
行う。

企画部
市民部

◆新たな支援策への転換
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【新たな支援策への転換】
　市職員が担っている団体
事務局事務を、時限的な補
助制度等により、段階的に非
常勤職員、団体雇用職員へ
と移行する。また、市民活動
団体の自立へ向けた情報提
供や地域における経験豊か
な人材の参画を促すための
支援を行う。

　市民活動団体の自立を促
進することにより、市民と行政
とが対等な立場に立った
パートナーシップの構築が
図られる。

新たな支援策
の導入

　平成１９年度
から新たな支
援策を導入す
る。

企画部
市民部

【重点プログラム】：団体支援の見直し（団体事務局事務）
【目              標】：市民活動団体の自立を促し、住民主体の団体運営を実現して、市民と行政が対等な立場に立った
                          パートナーシップの構築を図る。

７
７



（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆減免基準の見直しによる新たな減免制度の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【新たな減免制度の導入】
　平成１５年度に策定した
「減免規定の基本的な考え
方」に基づき、減免規定の改
正を行い、新たな減免制度
を導入する。

　減免基準を見直すことによ
り、一般利用者との公平性が
確保され、受益と負担の適
正化を図ることができる。

減免規定の改
正

新たな減免制
度の実施

 平成１７年度
に減免規定を
改正し、平成
１８年度から新
たな減免制度
を導入する。 企画部

【重点プログラム】：団体支援の見直し（減免制度）
【目              標】：公の施設使用料・利用料金の減免基準の見直しにより、利用者間の公平性を確保し、受益と負担の
　　　　　　　　　　　適正化を図る。

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆公益法人等の経営評価システムの確立と在り方等の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【公益法人等の経営評価シ
ステムの確立と在り方等の
見直し】
　平成１６年度に導入した
「公益法人等の経営評価シ
ステム」に基づき、毎年経営
評価を実施する。
　また、経営評価の結果に基
づき公益法人等の在り方及
び支援・関与の見直しを実
施する。

　評価結果に基づき、公益
法人等の在り方や役割、事
業等の見直し、最小限で効
果的な支援策の検討を行う
ことにより、公益法人等の主
体性、自立性が高まり、経営
の健全化と活性化が図られ
る。

公益法人等経
営評価システ
ムの運用

公益法人等の
在り方及び支
援・関与の見
直し

　毎年評価シ
ステムを運用
し、公益法人
等の在り方及
び支援・関与
の見直しを実
施する。 総務部

【重点プログラム】：公益法人等の在り方の見直し
【目              標】：公益法人等の在り方や役割を見直し、公益法人等の主体性、自立性を高め、経営の健全化と活性化
　　　　　　　          を図る。

７
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（１）深い絆！信頼と英知で未来を拓くパートナーシップの推進（協働と分権）

◆対象事業の絞込みと受益者負担の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【受益者負担の導入】
　平成１５年度に策定された
「受益者負担の在り方の基
本的な考え方」に基づき、対
象事業を絞り込み、受益者
負担の導入を図る。

  受益者負担が妥当と判断さ
れる事業について、受益者
負担を導入することにより、
受益と負担の適正化が図ら
れる。

必要な事業に
ついて受益者
負担を導入

 平成１７年度
から順次、受
益者負担の導
入を行う。

企画部

◆公共施設駐車場の有料化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【公共施設駐車場の有料
化】
　平成１５年度に策定した
「公共施設駐車場の有料化
の基本的な考え方」に基づ
き、順次有料化を実施する。
①市内５つの公園エリア
　相模原麻溝公園エリア
　相模原北公園エリア
　淵野辺公園エリア
　横山公園エリア
　鹿沼公園エリア
及び市役所周辺施設の駐車
場
②その他の公共施設駐車場

　公共施設駐車場の有料化
を順次実施することにより、
公共サービスの受益と負担
の適正化が図られる。

市内５つの公
園エリア及び
市役所周辺施
設の駐車場有
料化につい
て、条例を整
備

市内５つの公
園エリア及び
市役所周辺施
設の駐車場有
料化を実施

その他施設の
駐車場有料化
について、条
例を整備

その他施設の
駐車場有料化
の実施

　平成１８年度
から公共施設
駐車場の有料
化を順次実施
する。

総務部

【重点プログラム】：新たな受益者負担の導入
【目               標】：公共サービスへの受益者負担の導入により、受益と負担の適正化を図る。

８
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◆一般ごみの処理手数料の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成17年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【一般ごみの処理手数料の
導入】
　本市の特性や規模に相応
しい一般ごみの処理手数料
導入の方向性について検
討・実施する。

　一般ごみの処理手数料の
導入により、排出者責任が喚
起され、排出量の抑制が図
られるとともに、ごみの排出
量に見合った費用負担が実
現し、受益と負担の適正化
が図られる。

一般ごみの処
理手数料導入
の方向性につ
いて決定

方向性に基づ
き一般ごみの
処理手数料を
導入

　平成１７年度
に方向性につ
いて決定し、
その方向性に
基づき、平成
２０年度に導
入する。

環境事業
部

８
１



白紙



さがみはら都市経営ビジョン・アクションプラン

（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共
　サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）８

３



（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆行政評価制度の導入等
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【経営評価委員会による政
策・施策評価の導入】
　政策・施策評価に経営評
価委員会による評価を導入
する。

　行政の政策・施策に関する
透明性や客観性が確保さ
れ、市民への説明責任を十
分に果たすことができる。
　さらに、市民の視点に立っ
た評価を行うことにより、新た
な施策の方向性を見定める
ことができる。

経営評価委員
会による政
策・施策評価
のモデル実施

経営評価委員
会による政
策・施策評価
の実施

経営評価委員
会による政
策・施策評価
の実施

　平成17年度
に経営評価委
員会による政
策・施策評価
をモデル的に
導入し、平成
19年度から、
隔年で本格実
施していく。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【事務事業評価の改善】
　物件費・人件費などの費用
情報、現状と課題などが具
体的に記載されている事業
カルテとして活用できるよう、
事務事業評価の改善を実施
する。

　行政の事務事業に関する
透明性や客観性が確保さ
れ、市民への説明責任を十
分に果たすことができる。
　さらに、事業の有効性、必
要性を評価し改善することに
より、適正な予算や定数の配
分を実施することができる。

事務事業評価
の改善及び実
施

　平成17年度
から事務事業
評価を改善
し、実施する。

総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市民満足度調査の実施】
　行政サービスに対する市
民満足度調査を実施し、施
策の効果を定量的に検証す
る。

　市の政策・施策に対して、
市民の満足度がどれだけ向
上したかを定量的に検証す
ることができる。これにより、
新たな施策の方向性を見定
めることができる。

市民満足度調
査の実施

市民満足度調
査の実施

市民満足度調
査の実施

　平成18年度
から政策・施
策評価と連動
する市民満足
度調査を隔年
で実施する。

企画部

【重点プログラム】：行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進
【目               標】：市民ニーズを反映し、成果主義を基本とした行政施策を推進する。

８
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◆戦略的な都市経営の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【経営評価委員会の設置】
　市民や学識経験者を構成
員として、経営評価委員会を
設置し、都市経営ビジョンの
進行管理を行う。

　行政経営に関する透明性
が高まり、客観的な評価が可
能となる。

経営評価委員
会の設置

　平成17年度
に経営評価委
員会を設置す
る。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【都市経営推進本部の設
置】
　庁内に都市経営推進本部
を設置し、都市経営ビジョン
を推進する。

　都市経営ビジョンに基づく
戦略的な都市経営の推進が
図られる。

都市経営推進
本部の設置

　平成17年度
に都市経営推
進本部を設置
する。

企画部

８
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆業務の目標管理の導入
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【業務の目標管理の導入】
　全ての業務の棚卸しを実
施し、適正な業務量やコスト
を明確にし、業務達成度の
目標値と評価基準を設定す
る。

　行政サービスにおけるコス
ト意識を高め、各業務の見直
し、改善を進めることにより、
行政コストの削減が図られ
る。

棚卸分析手法
の確立

分析の一部実
施

評価基準の設
定

一部の目標の
設定

分析の本格実
施

一部の目標管
理の実施

目標の設定 目標管理の実
施

　平成１９年度
から業務の目
標管理を導入
し、行政コスト
の削減を図
る。

総務部

◆業務の民間開放の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【全庁をあげての民間委託
の推進】
　委託基準に基づき、民間
委託の導入を推進する。

　全ての業務について民間
委託を検討し、業務の民間
委託を継続的に実施するこ
とにより、全庁的な行政コスト
の削減が図られる。

民間委託の推
進

　民間委託を
推進する。

総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市場化テストの導入】
　市場化テストの導入を図
る。

　官民競争入札の実施によ
り、最少経費で最大効果の
公共サービスを提供すること
が可能となる。

市場化テスト
の導入

　平成１９年度
から市場化テ
ストを導入す
る。

総務部

【重点プログラム】：民間開放の推進
【目               標】：業務の目標管理の導入と民間委託等の推進により、行政コストの削減を図る。

８
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取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【公立保育所の民営化】
　公立保育所の民営化を実
施する。

　民営化により、行政コストの
削減とともに、民間ノウハウ
の活用によるサービス向上
が図られる。

民営化の実施
（1箇所）

民営化の実施
（1箇所）

民営化の実施
（1箇所）

民営化の実施
（1箇所）

　平成１７年度
から民営化を
実施する。

保健福祉
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【指定管理者制度への移
行】
　現在、管理委託を行ってい
る公の施設については、原
則として指定管理者制度に
移行する。
　その他の公共施設におい
ても管理運営体制の見直し
を行い指定管理者制度への
移行を検討する。

　公の施設の管理につい
て、民間事業者等が有する
ノウハウを効果的に活用する
ことで、市民サービスの向上
が図られる。

指定管理者制
度への移行準
備（平成16年
度に2箇所を
先行実施）

指定管理者制
度への移行

　平成18年度
から指定管理
者制度へ移行
する。

総務部

◆業務の民間委託(個別業務）
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【広報関連事務】
　「広報さがみはら」編集事
務及びその他の広報関連業
務について、民間委託を実
施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られると
ともに、民間ノウハウの活用
による魅力的な広報体制を
実現する。

広報紙編集業
務のうちレイア
ウト業務の民
間委託を実施

民間委託対象
業務を拡大

　平成１８年度
までにレイア
ウト業務の民
間委託を実施
し、平成１９年
度以降、委託
業務の拡大を
推進する。

企画部

８
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取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
(ホストコン
ピュータ関連
業務)
民間委託を含
めた開発・運
用体制につい
ての検討

新たな運用方
針の確立

民間委託を含
めた新たな運
用の開始

　平成２０年度
までに新たな
民間委託体制
を確立する。

（その他の業
務）
民間委託対象
業務を抽出、
実施

順次、対象業
務を拡大

　平成17年度
から一部の業
務の民間委託
を拡大する

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【庶務事務】
　各部・各課に共通した庶務
事務（服務報告、旅費支給
事務等）について、可能な業
務の民間委託を実施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られる。

民間委託対象
事務の抽出

民間委託実施
事務の選定

庶務事務の民
間委託を実施

　平成１９年度
までに庶務事
務の民間委託
を実施する。 総務部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【職員研修事務】
　「果敢に挑戦する職員」の
実現に向けた人材育成のた
め、業務の民間委託を実施
する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減が図られる。

研修企画委員
会の設置

民間委託対象
業務の抽出

民間委託の計
画を作成

一部研修の民
間委託を実施

民間委託の評
価、見直し

民間委託の実
施

　平成２０年度
までに研修業
務の民間委託
を実施する。

総務部

８
８

【情報処理システム関連業
務】
（ホストコンピュータ関連業
務）
①ホストコンピュータのオー
プン利用
②ホストコンピュータの管理、
運用等の民間委託
（その他の業務）
③民間委託する業務の拡大
④サーバシステムの活用
⑤他市町村との共同開発、
利用体制
⑥ＳＥの常駐化
⑦民間人材の登用
等を中心に本市の実情に
あった最適な民間委託を実
施する。

　可能な業務の民間委託に
より、業務の専門性を高め、
行政コストの削減が図られ
る。

企画部



取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【税務事務（納税督励・申告
書の処理・土地・家屋評価】
（法的要件に課題のない事
務）　　＊代表例
①納税督励事務
②申告書処理事務
③土地・家屋評価事務
等を対象とし、可能な業務の
民間委託を実施する。

民間委託対象
事業抽出・業
者選定を実施

一部で民間委
託の実施

民間委託の実
施

（法的要件に課題のある事
務）
①滞納処分事務
②公売事務
③実態調査事務
④土地・家屋調査事務
等については、適否を判断
し、可能な業務について、民
間委託を推進する。

適否を判断 民間委託対象
事業抽出・業
者を選定

一部で民間委
託を実施

民間委託を実
施

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
バスの運行委
託

公用車のリー
ス車両への切
替え

　業務の民間委託により、業
務の専門性を高め、行政コ
ストの削減が図られる。

　平成２０年度
までに税務事
務の民間委託
を実施する。

８
９

財務部

【車両管理事務】
①バスの運行委託
②軽乗用車、軽貨物車の
リース車両への切替え
等を実施する。

　業務の民間委託及びリー
ス車両への切替えにより、行
政コストの削減が図られる。

　平成１８年度
からバスの運
行委託を実施
する。
　
　順次、公用
車のリース車
両への切替え
を実施する。

財務部



取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【窓口業務】
①受付事務
②電算事務
③その他一般事務
を対象とし、可能な業務の民
間委託を実施する。

　業務の民間委託により、業
務の専門性を高め、サービ
スの向上、行政コストの削減
が図られる。

民間委託対象
事務抽出・業
者選定を実施

窓口業務の一
部で民間委託
を実施

窓口業務の民
間委託を実施

　平成１９年度
までに窓口業
務の民間委託
を実施する。

市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【コールセンターの設置】
　民間委託による全庁を対
象としたコールセンターを設
置する。

　　業務の民間委託により、
業務の専門性を高め、サー
ビスの向上、行政コストの削
減が図られる。

コールセン
ターの設置

　平成１９年度
にコールセン
ターを設立す
る。

総務部
市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【一般ごみ収集業務】
①民間委託による夜間収集
事業実施地区を拡大する。

　

夜間収集を実
施（２箇所）

実施地区の拡
大について検
討

検討結果を踏
まえ実施地区
を拡大（２箇
所）

実施地区の拡
大（２箇所）

実施地区の拡
大（２箇所）

　夜間収集実
施事業地区を
順次拡大す
る。

　

②上記①の結果を参考に一
般ごみ収集業務に係る民間
委託の在り方について検討・
実施する。

一般ごみ収集
業務の民間委
託の在り方を
決定

民間委託の在
り方に基づき
適宜実施

　平成１９年ま
でに一般ごみ
収集に係る民
間委託の在り
方を決定し、
平成２０年度
から適宜実施
する。

９
０

　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

環境事業
部



取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【設計業務】
　今後、増加が予想される公
共施設の改修・修繕工事に
ついて、設計業務の民間委
託を実施する。
　併せて直営による設計業
務の省力化を実施する。

　可能な業務の民間委託に
より、行政コストの削減が図ら
れる。

設計業務の民
間委託の在り
方を確立

一部、改修設
計の民間委託
を実施

設計の省力化
の検討

設計業務の民
間委託を実施

設計の省力化
を確立

　平成１８年度
までに設計業
務の民間委託
を実施し、平
成１９年度まで
に設計業務の
省力化を確立
する。

建築部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【学校管理業務】
　学校作業員の業務につい
て、退職者不補充を原則と
し、順次民間委託を実施す
る。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

順次、民間委
託を実施

　民間委託を
順次実施す
る。

管理部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【給食調理業務】
　公立小学校給食調理業務
について、退職者不補充を
原則とし、順次、民間委託を
実施する。

　業務の民間委託により、行
政コストの削減と行政サービ
スの向上が図られる。

順次、民間委
託を実施

　民間委託を
順次実施す
る。

管理部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【図書館業務】
　図書館業務の非常勤化及
び民間委託を実施する。

　業務の非常勤化及び民間
委託により、行政コストの削
減と行政サービスの向上が
図られる。

非常勤化・民
間委託に対す
る考え方の確
立

順次、非常勤
化・民間委託
を実施

　平成１８年度
から非常勤
化・民間委託
を実施する。 生涯学習

部

９
１



（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆電子市役所の実現
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【システムの構築】
　情報化推進基本計画に基
づき、各システムを順次整
備・運用する。

　電子での届出等が可能と
なることにより、市民が任意
の場所から、任意の時間に
手続を完了することができ、
利便性が向上するとともに、
的確かつ迅速な事務処理が
図られる。

電子申請・届
出システムの
運用開始

電子調達シス
テムの運用開
始

電子納付シス
テムの運用開
始

電子申告シス
テムの運用開
始

ＧＩＳシステム
の運用開始

　年次計画に
基づく計画的
な整備を行
う。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【インターネットによる市議会
本会議中継】
　市役所本庁舎のみで行わ
れている市議会本会議中継
を、インターネットを利用して
議会ホームページ上で視聴
できるようにする。

　議会活動をより広く、多くの
市民へ公開することにより、
議会及び市政への関心、理
解を深めることができる。

インターネット
による本会議
中継の実施

　平成１７年度
から、インター
ネットによる本
会議中継を実
施する。

議会
事務局

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【インターネットによるビデオ
広報配信】
　ビデオ広報を、動画配信
（ストリーミング）技術を活用
してインターネット上で放映
する。

　ビデオ広報をインターネット
で配信することにより、市民
の視聴機会が増すとともに、
日本全国に発信することで、
本市の知名度・イメージの
アップが図られる。

インターネット
によるビデオ
広報配信の実
施

　平成１７年度
から、インター
ネットによるビ
デオ広報配信
を実施する。

企画部

９
２

【重点プログラム】：電子市役所の実現
【目               標】：市民の利便性の向上と的確かつ迅速な事務処理を図るため、電子市役所を実現する。



取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【学校の情報化の推進】
　情報教育の充実を図るた
め、職員室のコンピュータ整
備を行い、学校間、学校と教
育委員会をネットワークで結
ぶ。

　職員室のコンピュータ整備
と学校間、学校と教育委員
会のネットワーク化により、教
育情報の共有化が進められ
るとともに、事務の効率化と
通信コストの削減が図られ
る。

職員室のコン
ピュータ整備

　平成１７年度
から３箇年で、
職員室のコン
ピュータ整備
を行う。

学校
教育部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【情報化推進基本計画の推
進】
　情報化推進基本計画に基
づき、着実に情報化の推進
を図る。また、３年後に見直
しを行い、ＩＴの技術革新へ
の対応を図る。

　中長期的な方針のもと、各
システムの計画的な整備が
可能となり、国・県など他の
システムとの窓口の一本化
に向けたシステムの体系化
が可能となる。

基本計画の見
直し（進行管
理・技術革新
への対応・シ
ステム体系化
の検討）

システム体系
の確立

新たな情報化
推進基本計画
の策定

　平成２１年度
にシステム体
系を確立す
る。

企画部

９
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆市民の視点に立った窓口サービスの改善と効率的な事務執行体制の確立
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【窓口サービスの改善】
①事務処理時間の短縮
②窓口の統合や再配置
③総合案内機能の見直し
④玄関ロビーの活用方法
⑤休日開庁
などについて検討し、順次改
善を実施する。

　窓口での接遇の向上や、
縦割配置の是正による待ち
時間の短縮など、窓口業務
における市民サービスの向
上が図られる。

事務室レイア
ウトの再編の
検討

事務改善の実
施

休日取扱い業
務の拡大

事務室レイア
ウトの再編

事務室レイア
ウトの再編が
完了

　平成１７年度
から事務改善
を実施すると
ともに、平成１
９年度に事務
室レイアウトの
再編を実施す
る。

市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【カスタマーセンターの設置】
　相談・苦情処理対応の迅
速化を図り、対応結果を分か
りやすく市民に公表するカス
タマーセンターを設置する。

　市民の相談・苦情に対する
対応の迅速化と分かりやす
い情報公開の実施により、市
民サービスの向上が図られ
る。

カスタマーセ
ンターの設置

　平成１９年度
にカスタマー
センターを設
置する。 企画部

市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【効率的な事務執行体制の
確立】
①民間委託の推進（再掲）
②非常勤職員、再任用職員
等の活用

民間委託を推
進

非常勤職員等
の活用

　順次、窓口
業務の民間委
託を実施す
る。 市民部

財務部

③コールセンターの設置（再
掲）

コールセン
ターの設置

　平成１９年度
にコールセン
ターを設置す
る。

総務部
市民部

　窓口業務の合理化・効率
化によるサービス向上ととも
に、行政コストの削減が図ら
れる。

【重点プログラム】：窓口サービスの向上
【目               標】：顧客主義の視点に立った窓口サービス体制を構築する。

９
４



（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆公共施設整備指針の策定
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【公共施設整備指針の策
定】
　公共施設の機能や配置計
画などを見直し、施設需要
や利用者ニーズを反映する
公共施設整備指針を策定す
る。

　利用者のニーズに適合し
た公共施設サービスを提供
することができる。

公共施設整備
指針の策定

　平成19年度
に公共施設整
備指針を策定
する。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【大規模事業評価の導入】
　大規模事業の実施段階に
おいて、事前評価を行う仕組
みを確立する。

　大規模事業の必要性、妥
当性等の検証により、推進・
継続の是非を検討する仕組
みを構築し、政策判断（事業
採択）のプロセスの透明性を
高めることができる。

大規模事業評
価制度の導入

　平成19年度
に大規模事業
評価制度を導
入し、順次実
施する。 企画部

◆公共施設の維持保全
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【公共施設保全計画の策
定】
　公共施設の長寿命化を図
り、良質なストックの活用を行
うために、公共施設保全計
画を策定する。

　施設の長寿命化に取り組
むことにより、改修需要の抑
制が可能となり、施設利用者
の保全意識の高揚にもつな
がる。

保全計画の策
定

　平成17年度
に公共施設保
全計画を策定
する。

建築部

【重点プログラム】：公共施設の計画的な整備・保全
【目               標】：公共施設全般において、時代のニーズに適合するよう総合的な計画・管理・運営を行う。

９
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取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【公共施設修繕計画の策
定】
　施設のライフサイクルを考
慮した改修を計画的に実施
するための公共施設修繕計
画を策定する。

　今後増加が見込まれる改
修経費の平準化が図られる
とともに、施設の効用を有効
に発揮することができる。

修繕計画の策
定

第1次実施計
画（５年間）

第２次実施計
画（５年間）

　平成１７年度
に公共施設修
繕計画を策定
し、平成21年
度までの5年
間で第1次実
施計画を着実
に推進する。

建築部

９
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆庁内分権の推進
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【権限の移譲による庁内分
権の推進】
　各部門に部門内の職員配
置及び予算配分等、一定の
権限移譲を行う。

　権限と責任が明確になると
ともに、意思決定のスピード
アップなど、迅速で弾力的な
組織運営ができるようにな
り、時代や市民ニーズの変
化への対応力を高め、高品
質で高い満足度の行政サー
ビスを市民に提供できるよう
になる。

各部門に企
画・総務・財
務機能をもつ
部門の設置

組織の大くくり
化

　平成18年度
までに各部門
に部門内の職
員配置及び予
算配分等、一
定の権限移譲
を行う。

総務部

◆意思決定の迅速化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【庁議システムの見直し】
　政策形成過程における庁
議システム（役割・機能・運
営体制）を見直し、庁内分権
を推進する。

　政策形成における議論が
効率的に行われ、意思決定
が迅速に行われる。

新たな庁議シ
ステムへの移
行

　平成18年度
から新たな庁
議システムに
移行する。

企画部

【重点プログラム】：庁内分権の推進
【目               標】：各部門において自己決定・自己責任の原則に基づく事務処理が可能なシステムを構築する。

９
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（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆職員定数の削減
取組項目 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【職員定数の削減】
　職員の長期採用計画に基
づき、３年ごとに定数管理計
画を見直し、各年平均１％の
職員定数を削減する。

　「最少の経費で最大の効
果」の理念に基づき、民間委
託等の推進、組織の再編等
の手法により定数を削減する
ことで、行政運営の効率化が
より一層推進される。 ５０人削減

（３，９４５）

３５人削減

定数管理計画
の見直し（H１
９～２１年度
分）

（３，９１０）

定数管理計画
の見直し（H２
２～２４年度
分）

（３，７９３） （３，７５５）

　平成２２年度
までに定数を
２４０人削減す
る。

総務部

【重点プログラム】：職員定数の削減
【目　　　　　　　標】：各年平均１パーセントの定数を削減する。
　　　　　　　　　　　　３，９９５人（H１６年度）　→　３，７９３人（H２１年度）　→　３，７５５人（H２２年度）　合計２４０人削減

９
８

定数管理計画に基づく
削減（平成１６年度～平
成１８年度までで合計
１５０人削減）

定数管理計画に基づく削
減
（３，９１０人×０．０３＝
１１７人削減）

定数管理
計画に基
づく削減



（２）とことん追求！最大の市民満足が得られる公共サービスの提供（最少経費で最大効果のサービス）

◆能力と実績に応じた人事・給与制度の導入
取組項目項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【新たな職員評価制度の導
入】
　能力・業績が処遇・給与に
反映される新しい職員評価
制度を導入する。

新たな職員評
価制度を全職
員に対して試
行

新たな職員評
価制度の導入

前年度の評価
結果を処遇・
給与に反映

結果の概要を
市民に公表

【職員評価制度と連動した新
たな給与制度の検討】
　職責・能力・業績などが処
遇・給与に反映される給料表
の作成など、新たな給与制
度の検討に取り組む。

新たな給与制
度の検討

９
９

【重点プログラム】：人事・給与制度の見直し
【目               標】：能力・業績主義の人事・給与制度を導入する。

　経験年数、年齢を考慮した
人事・給与制度から能力・業
績が人事上の処遇や給与に
反映される人事・給与制度
へと転換することにより、職員
一人ひとりが持てる能力を最
大限に発揮し、より質の高い
行政サービスが提供される。

　平成18年度
から新たな職
員評価制度を
導入し、平成
１９年度から、
評価結果を処
遇・給与に反
映させる。
　また、平成
17年度から新
たな給与制度
の検討を開始
する。

総務部



１００は白紙



さがみはら都市経営ビジョン・アクションプラン

    （３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための
　　　　経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）１

０
１



（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆企業立地の促進並びに工業用地の保全及び創出
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【企業立地の促進】
　新規立地に対する助成、
企業立地促進融資制度の拡
充等の支援策を実施すると
ともに、総合的に企業ニーズ
に対応できる体制を構築し、
企業立地の促進を図る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。

企業立地等の
促進に関する
条例の制定

企業立地等促
進会議の設置

支援策の実施

　平成１７年度
に企業立地等
の促進に関す
る条例の制
定、企業立地
等促進会議の
設置、支援策
を実施する。

経済部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【工業系産業用地の保全】
　工業用地の継承、工業系
産業用地の地区計画決定に
対する助成等の支援策の実
施により、工業系産業用地の
保全を図る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。

企業立地等の
促進に関する
条例の制定

支援策の実施

　平成１７年度
に企業立地等
の促進に関す
る条例を制定
し、工業系産
業用地保全の
支援策を実施
する。

経済部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【新たな産業用地の創出】
　新たな工業系産業用地を
創出する際の基準を策定す
る。

　成長産業の集積を促進し、
市内産業の活性化と雇用の
創出により税収増が図られ
る。

工業系産業用
地創出に関す
る基準の策定

　平成１７年度
に工業系産業
用地創出に関
する基準を策
定する。 都市部

【重点プログラム】：新たな増収策の推進
【目               標】：成長産業の集積を促進し、市内産業の活性化と雇用の創出により税収増を図る。
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆徴収事務に精通した職員配置の拡充
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【徴収事務に精通した職員
配置の拡充】
　税務署や県税事務所から
職員を派遣してもらうことや、
税務署OBを徴収員等として
採用するなど、外部から専門
知識・技術に精通した職員を
増員する。

　専門知識・技術に精通した
人材が適切に配置されること
により、効率的で適正な事務
が執行され、市税収納が強
化される。

徴収部門にお
ける外部専門
職員の増員

　平成１８年度
から外部専門
職員を増員す
る。

財務部

◆収納関係業務の一元化による収納力強化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【収納業務の一元化】
　市税その他諸収入金の収
納業務を一元化し、総合的
な徴収事務と納付相談を受
け付ける「（仮称）収納対策
課」を設置する。

　市税等の徴収部門が一元
化され、効率的で効果的な
徴収事務が適正に執行さ
れ、収納力が強化される。
市民個々の事情に応じた総
合的な相談が行われ、納期
内納付の促進や、滞納の未
然防止・早期解消が図られ
る。

条例、規則の
改正等

「（仮称）収納
対策課」設置

　平成１９年度
に「（仮称）収
納対策課」を
設置する。

財務部

【重点プログラム】：市税等収納の強化
【目　　　　　 　 標】：市税等の現年度分収納率を向上させる。
　　　　　　　　　　　■　市税（国民健康保険税を除く）　９８．３％（平成15年度）　→　９８．５％（平成19年度）
　　　　　　　　　　　■　国民健康保険税　　　　　　　　　８８．６％（平成15年度）　→　９０．０％（平成19年度）
　　　　　　　　　　　■　保育料　　　　　　　　　　　　　　　９８．７％（平成15年度）　→　９８．８％（平成19年度）
　　　　　　　　　　　■　住宅使用料　　　　　　　　　　　　９７．９％（平成15年度）　→　９８．５％（平成19年度）
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取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【市税以外の諸収入金の徴
収強化】
　諸収入金に係る督促、延
滞金及び滞納処分に関する
条例を制定し、市税以外の
諸収入金の徴収を強化す
る。

　市税以外の諸収入金の徴
収が強化されるとともに、公
平性が確保される。

条例制定 　平成１８年度
に諸収入金に
係る督促、延
滞金及び滞納
処分に関する
条例を制定す
る。

財務部

◆納税環境の整備
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【電子納付システム・コンビ
ニ収納の導入】
　電子納付システムを導入す
るとともに、コンビニエンスス
トアでの税金収納を導入す
る。

　納税環境が整備され、利便
性が向上するとともに、市民
の自主納付が促され、収納
が強化される。

電子納付シス
テムの導入

コンビニ収納
の導入

　平成１８年度
までに電子納
付システムを
導入し、コンビ
ニ収納を導入
する。

財務部

◆納税意識の高揚
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【意識啓発による滞納抑制】
　市で実施している税の滞納
処分の概要を公表する。

　「滞納は差押になる場合が
ある」ことを周知するなど警
告的な意識啓発を行うことに
より、安易な滞納が抑制され
る。

ホームペー
ジ、ポスター、
広報紙などに
より、滞納処
分の概要を公
表する。

　平成１７年度
から、滞納処
分の概要を公
表する。 財務部

１
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆市債発行限度額の設定
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市債発行限度額の設定】
　これまでの建設に係る市債
に加え、臨時財政対策債・
減税補てん債を発行抑制の
対象とし、３年ごとに３年間の
市債発行限度額の設定を行
う。

　次の世代に過重な負担を
残さず、また、弾力的な財政
運営を持続できる。

１７年度～１９
年度
３年間の市債
発行限度額の
設定

２０年度～２２
年度
３年間の市債
発行限度額の
設定

　３年間で市
債発行額を限
度額以内に抑
え、公債費負
担比率につい
て、１５％以下
を維持する。

財務部

【重点プログラム】：市債発行の抑制
【目               標】：平成１７年度～平成１９年度の市債発行額を、４８０億円以内とする。
　　　　　                公債費負担比率について、１５パーセント以下を維持する。
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆法定事業の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【母子家庭等に係る扶助事
業の見直し】
　母子家庭等自立支援計画
に基づき、自立支援策を充
実・推進する。

　母子家庭等に対する職業
訓練給付金（平成１６年度に
創設）の支給等の就業支援
を行い、母子家庭等の自立
を促進することにより、扶助
費の抑制が図られる。

自立支援策の
充実

　自立支援策
を充実する。

保健福祉
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【生活保護に係る自立支援
プログラムの策定等】
　自立支援プログラム（被保
護者の自立を促進するため
の基本的な取組方針）を策
定する。また、医療費の適正
化に向けたレセプト点検方
法を確立する。

　生活保護自立支援相談員
（平成１６年度に設置）を中
心とした自立支援を行い、被
保護者の自立を促進すると
ともに、レセプト点検を充実
し、医療費の適正化を図るこ
とにより、扶助費の抑制が図
られる。

レセプト点検
の実施

自立支援プロ
グラムの策定

　平成１７年度
からレセプト点
検を実施し、
平成１８年度
に自立促進プ
ログラムを策
定する。

保健福祉
部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【就学援助費認定基準の見
直し】
　要保護及び準要保護児童
生徒就学援助費に係る認定
基準の見直しを行う。

　就学援助費に係る認定基
準を見直すことにより、扶助
費の抑制が図られる。

認定基準の見
直し

　平成２０年度
に認定基準の
見直しを行う。

管理部

【重点プログラム】：扶助費の抑制
【目               標】：福祉サービスの提供について、給付型から自立支援型への転換を図り、多様な主体が協働する体
                          制をつくるなど、公的扶助の在り方を見直すことにより、複雑・多様化するニーズに的確に対応し、か
                          つ持続的・安定的なサービスの提供を目指すとともに、扶助費の抑制を図る。
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◆市単独事業等の見直し
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【市単独事業等の見直し】
　市単独事業等について、
扶助対象者の見直し、受益
者負担の導入、事業の廃止
等基本的な考え方を明確に
するとともに、検診事業につ
いても、検診内容や委託単
価、受益者負担の見直しを
行う。

　計画的に見直しを行うこと
により、サービスの利用者に
とって公平性・公正さが確保
されるとともに、扶助費の抑
制が図られる。

順次見直しを
実施

　平成１７年度
から順次見直
しを行う。

保健福祉
部

保健所
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

　

◆国民健康保険事業特別会計の健全化
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【保険税収納率の向上等】
　保険税収納率向上対策の
導入、滞納処分の強化等に
より保険税の収納率を向上さ
せる。

　保険税収入の確保及び税
負担の公平性が図られる。

収納率９０％
以上を確保

　現年度分収
納率を９０％
以上とする。

市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【医療費の適正化等】
　保健事業を実施するととも
に、医療費通知の充実やレ
セプト点検等による医療費の
適正化を図る。

　加入者の健康意識の醸成
や健康増進が図られるととも
に、医療費が抑制され、国民
健康保険事業特別会計の健
全化が図られる。

保健事業の充
実

レセプト点検
の充実

医療費通知の
充実

　平成１７年度
から保健事業
及びレセプト
点検の充実、
平成１８年度
から医療費通
知の充実を図
る。

市民部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【保険税率の見直し】
　独立採算の原則に基づ
き、適切な保険税率の設定
に努める。

　一般会計からの繰入金が
抑制され、国民健康保険事
業特別会計の健全化が図ら
れる。

税率の見直し 税率の見直し 税率の見直し 　隔年で保険
税率の見直し
を行う。 市民部

【重点プログラム】：国民健康保険事業特別会計の健全化
【目              標】：収納率の向上、医療費の適正化等により国民健康保険事業特別会計の健全化を図り、一般会計か
                        らの繰入金を減少させる。
　　　　　　　　　　　■一般会計からの繰入金（健全財政化調整分）の減額
　　　　              　　平成１５年度決算　２４億円
　　　　　　　　　　               　　　→　平成２５年度決算　１２億円（平成１７年度からの９年間で半減）
　　　　　　　　　　　■現年度分の保険税収納率を９０パーセント以上とする。
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（３）果敢に挑戦！都市間競争を勝ち抜くための経営基盤の強化（歳入の確保と歳出の抑制）

◆資産管理の適正化（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【管理体制の一元化】
　道路の機能・形態のない道
路用地等の低未利用資産を
把握し、管理体制の一元化
を図る。

　低未利用資産の現況等を
把握し、処分・活用方針を確
立するとともに、管理体制を
一元化することにより、資産
の適正管理や有効活用が図
られる。

データベース
化

処分・活用方
針の確立

管理の一元化 　平成１７年度
に処分・活用
方針を確立
し、平成１８年
度に管理の一
元化を行う。

土木部

◆売却処分の促進（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【売却方式の見直し】
　処分・活用方針に基づき、
統一されたルールのもと、売
却方法及び手続の合理化や
測量に係る負担の在り方等
を検討し、処分可能なものに
ついて、売却処分を促進す
る。

　手続の合理化等により、隣
接地権者等への売却処分が
促進され、資産管理の適正
化が図られる。

新たな売却方
式の確立

新方式に基づ
く処分の実施

　平成１７年度
に新たな売却
方式を確立
し、平成１８年
度から新方式
による処分を
実施する。

土木部

◆地域の資産としての活用（道路残地等）
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【地域住民による管理の促
進】
　売却処分が困難又は不適
当とされたものについて、ア
ダプト制度を導入し、花壇等
として地域住民による管理を
促進する。

　市民とのパートナーシップ
に基づき、地域住民が自主
的に管理することにより、街
の美化の促進と資産の有効
活用が図られる。

アダプト制度
による管理の
順次実施

　平成１８年度
からアダプト
制度による管
理を順次実施
する。

土木部

【重点プログラム】：低未利用資産の活用等
【目              標】：道路残地等行政財産の適正管理や有効活用を図るとともに、相模原市土地開発公社の長期保有土
　　　　　　　　　      地を計画的に解消し、財政の健全化に資する。

１
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◆土地開発公社保有土地の取得及び代替地の処分
取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部

【土地開発公社保有土地の
取得計画の策定】
　土地開発公社保有の事業
用地について、
①市による供用済土地
②保有期間５年以上の長期
保有土地
の取得計画を策定する。

　土地開発公社による先行
取得用地の解消が図られ、
市の債務負担が軽減する。

事業用地の取
得計画の策定

市の標準財政
規模に対する
保有土地の簿
価総額の比率
の抑制（25％
以下）

　平成20年度
末までに、市
の標準財政規
模に対する保
有土地の簿価
総額の比率を
25％以下にす
る。

企画部

取組項目及び内容 見込まれる成果 平成１７年度 18 19 20 21 22 達成目標 担当部
【代替地の処分計画の策
定】
　代替地の処分計画を策定
し、代替地の積極的な売却
処分を行う。

　未利用地化している資産
の有効活用が図られる。

代替地の処分
計画の策定

全用地を処分 　平成20年度
までに全用地
を処分する。

企画部

１
１
０



 

 
発 行 日：平成 17年 4月 
連 絡 先：相模原市 企画部 企画政策課 

都市経営ビジョン推進室 
相模原市中央 2丁目 11番 15号（〒229-8611） 

電 話：042-769-9240（直通） 
Ｆ Ａ Ｘ：042-757-5727 
Eメール：vision＠city.sagamihara.kanagawa.jp 
Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/toshikeiei/index.htm 

 


